
日時：平成23年6月10日（金）13:30～14:30
　　　　　※ 第13回八戸市災害対策本部員会議終了後

場所：八戸市庁別館8階　研修室

１　　　開　　　 会

２　　　案　　　 件

　(1) 八戸市復興計画の施策の体系の一部変更案について

　(2) 当面重点的に取り組むべき施策・事業の取りまとめ

　　　状況について

　(3) その他

 ◆今後のスケジュール

　第２回八戸市復興計画検討会議　６月24日（金） 13:00～

　第３回八戸市震災復興本部会議　６月27日（月） 14:30～

３　　　閉 　　　会

次　　　　　第

第２回八戸市震災復興本部会議



八戸市復興計画の施策の体系の一部変更案 

新（変更後） 旧（5.19 第１回八戸市復興計画検討会議） 
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第３ 復興施策 

１．被災者の生活再建 

   （１）生活支援の充実 
     ① 生活支援体制の充実 
     ② 生活資金の確保 
     ③ 児童・生徒の就学支援 
     ④ 税・手数料等の減免、徴収猶予 
 
   （２）住宅確保の支援 
     ① 住宅の復旧支援 
     ② 一時入居住宅の提供 
 
   （３）雇用対策の強化 
     ① 雇用機会の維持・創出 
     ② 離職者等の職業能力開発の充実 
 
   （４）暮らしの安心確保 
     ① 医療・保健・福祉の充実 
 
 
     ② 生活環境の充実 
 

２．地域経済の再興 

（１）水産業の再興 
     ① 水産基盤の整備 
     ② 漁業の復旧・強化 
 

③ 水産加工業の復旧・強化 
 
 

（２）農林畜産業の再興 

第３ 復興施策 

１．被災者の生活再建 

   （１）生活支援の充実 
 
     ① 生活資金の確保 
     ② 児童・生徒の就学支援 
     ③ 税・手数料等の減免、徴収猶予 
 
   （２）住宅確保の支援 
     ① 住宅の復旧支援 
     ② 一時入居住宅の提供 
 
   （３）雇用対策の強化 
     ① 雇用機会の維持・創出 
     ② 離職者等の職業能力開発の充実 
 
   （４）医療・保健・福祉の充実 
     ① 医療体制の充実 
     ② 健康と心のケアの支援 
     ③ 福祉サービスの充実 
     ④ 生活環境の充実 
 

２．地域経済の再興 

（１）水産業の再興 
 

     ① 漁船・水産加工施設の復旧整備 
     ② 漁業者の経営再建支援 

③ 水産加工業者の経営再建支援 
④ 魚市場の復旧整備 

 
（２）農林畜産業の再興 

統合 

統合 

新規 

第２回八戸市震災復興本部 資料１ 
平 成 ２ ３ 年 ６ 月 １ ０ 日 
総 合 政 策 部 政 策 推 進 課 



八戸市復興計画の施策の体系の一部変更案 

新（変更後） 旧（5.19 第１回八戸市復興計画検討会議） 
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     ① 農林畜産業の復旧・強化 
 
 
 

（３）企業活動の再興 
     ① 企業活動の復旧・強化 
 
 
 

（４）観光・サービス業の再興 
     ① 観光施設の復旧整備 
     ② 誘客宣伝活動の強化 
     ③ 商業・サービス業の活性化 
 

（５）風評被害の防止 
     ① 放射性物質の監視体制の強化 
     ② 農林水産物等の安全情報の発信 
 

３．都市基盤の再建 

（１）市街地の整備 
     ① 市街地の防災力強化 

② 幹線道路の整備 
 

（２）港湾・漁港の整備 
 

① 港湾の復旧整備 
     ② 漁港の復旧整備 
 

（３）海岸・河川の整備 
     ① 海岸の復旧整備 

② 河川等の復旧整備 

     ① 農林畜産施設の復旧整備 
     ② 農林畜産業者の経営再建支援 
     ③ 家畜飼料の安定供給確保 
 

（３）企業活動の再興 
     ① 被災企業の施設設備の復旧整備 
     ② 被災企業の経営再建支援 
     ③ 雇用維持対策の強化  
 

（４）観光・サービス業の再興 
     ① 観光施設の復旧整備 
     ② 誘客宣伝活動の強化 
     ③ 商業・サービス業の活性化 
 

（５）風評被害の防止 
     ① 放射性物質の監視体制の強化 
     ② 農林水産物等の安全情報の発信 
 

３．都市基盤の再建 

（１）市街地の整備 
     ① 災害に強い市街地の整備 

② 災害に対応した幹線道路の整備 
 

（２）港湾・漁港の整備 
     ① 港湾・漁港の再編  

② 港湾の復旧整備 
     ③ 漁港の復旧整備 
 

（３）海岸・河川の整備 
     ① 海岸の復旧整備 

② 河川の復旧整備 

統合 

統合 
削除：「１．被災者の生活再建」に一本化 

削除 



八戸市復興計画の施策の体系の一部変更案 

新（変更後） 旧（5.19 第１回八戸市復興計画検討会議） 
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（４）道路・公園・下水道等の整備 
     ① 道路の復旧整備 
     ② 公園の復旧整備 
     ③ 下水道（処理場、ポンプ場）の復旧整備 
     ④ 公共施設の復旧整備 
 
   （５）公共交通の維持・確保 
     ① バス交通の維持・確保 

② 鉄道等の維持・確保 
 
  ４．防災力の強化 

（１）防災体制の強化 
     ① 防災計画の改訂 
     ② 防災訓練の充実 
     ③ 防災教育の充実 
     ④ 広報体制の強化 
     ⑤ 避難所等の整備    
 
   （２）水・エネルギー対策の充実 
     ① 電気・ガス・水道等の復旧整備 
     ② 省エネ・新エネの推進 
 
   （３）災害に強い地域づくり 
     ① ボランティア活動の充実 
     ② 地域づくり活動の充実 
     ③ 復興気運の醸成 
     ④ 広域連携の強化 

（４）道路・公園・下水道等の整備 
     ① 道路の復旧整備 
     ② 公園の復旧整備 
     ③ 下水道（処理場、ポンプ場）の復旧整備 
     ④ 公共施設の復旧整備 
 
   （５）公共交通の維持・確保 
     ① バス交通の維持・確保 

② 鉄道の維持・確保 
 
  ４．防災体制の強化 

（１）ライフラインの強化 
     ① ライフラインの復旧体制の強化 
 
 
     ② 情報連絡体制の充実 
     ③ 環境エネルギー対策の強化 
 
   （２）防災拠点の整備 
     ① 避難所の充実 
     ② 避難所の耐震強化 
     ③ 物資の備蓄・調達体制の強化 
 
   （３）防災体制の強化 
     ① 避難所の運営体制の強化 
     ② 防災教育の推進 
     ③ 地域での相互扶助の充実 
     ④ 広域連携の強化 
     ⑤ 地域防災計画の見直し 
 

 

新規 

統合 

新規 

再編 

分割 



１．被災者の生活再建

事業主体

 (1)生活支援の充実
　①生活支援体制の充実 避難世帯応援チーム結成 市

避難所巡回相談（り災証明書、公営住宅一時入居等） 市
避難所健康相談 県・市・関係機関

避難所医療チーム巡回 市・関係機関

民間宿泊施設への受入(再掲） 県・市
り災証明の早期発行 市
被災者総合相談窓口（はっち内）の設置 市
各種被災支援制度の受付事務のワンストップ化 市
災害ボランティアセンターの開設（再掲） 市・社協
生活再建相談事業の実施 市・関係機関

  ②生活資金の確保 被災者生活再建支援金の支給（再掲） 国・県
生活必需品の給付 市
災害見舞金の支給 市
県等義援金の支給 国・県・受入団体

災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給 市
災害援護資金の貸付、無利子化 県・市
母子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付 県
生活福祉資金の貸付 社協

  ③児童・生徒の就学支援 被災児童・生徒への学用品の給与 県
被災児童・生徒の就学援助 市

子どもの心のケアに関する相談 市

小・中・特別支援学校への転入学支援 市
県立高校の入学料免除 県
私立高校の授業料軽減事業の拡充 県・私立高校

市奨学金の返済猶予及び申請要件の緩和 市
県等奨学金制度の拡充 県等

  ④税・手数料等の減免、徴収猶予 市税の減免、徴収猶予 市
(市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険
税）

保育料の減免 市

保険料の減免、徴収猶予 市
（後期高齢者医療保険料、国民年金保険料、介護保
険料）
利用料等の減免、徴収猶予 市
（医療機関の窓口負担金、介護保険の利用者負担
金、障がい者福祉サービス、自立支援医療等の利用
者負担金）
下水道使用料等の減免・納期延長及び受益者負担
金等の徴収猶予

市

市営バス運休に伴う定期券の払戻し 市
被災者に係る各種証明手数料の減免等 県・市
（被災支援申請に係る証明手数料、建築確認申請手
数料、固定資産証明（滅失証明）手数料、権利利益
の保全等の特別措置に関する県条例等）
国・県税の減免、申告・納付期限の延長等 国・県
水道・電気料金、NHK受信料の減免、納期の延長等 各事業者

当面重点的に取り組むべき施策・事業の取りまとめ状況について

施策項目 当面重点的に取り組むべき事業

第２回八戸市震災復興本部 資料２
平成２３年６月１０日
総合政策部政策推進課
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事業主体

 (2)住宅確保の支援
  ①住宅の復旧支援 住宅の応急修理制度の実施 市

被災者生活再建支援金の支給（再掲） 国･県
災害復興住宅融資の実施 関係機関
被災家屋の安全性に関する相談 市

  ②一時入居住宅の提供 公営住宅等の提供 国･県･市
公営住宅等の避難者受入整備 市
民間宿泊施設への受入(再掲） 県・市

 (3)雇用対策の強化
  ①雇用機会の維持・創出 緊急雇用創出事業の拡充 市

雇用奨励金の交付 市
雇用調整助成金の支給 国
青森県未来への挑戦資金の拡充 県
無料職業紹介事業の実施 市
経済雇用連絡協議会の運営 市
県発注公共工事等における緊急雇用対策等の実施 県

  ②離職者等の職業能力開発の充実 フロンティア八戸職業訓練助成金制度の実施 市
技能者養成に対する補助 市

職業訓練コースの新設 県

 (4)暮らしの安心確保
  ①医療・保健・福祉の充実 乳幼児等医療費助成事業の災害特例 市

児童扶養手当等の災害特例 国・市
心と体の健康支援 県・市
各種サービスの申請期間の延長等 市
（遺児卒業祝金等）

  ②生活環境の充実 被災家屋の解体・運搬支援 市
災害廃棄物の収集運搬処理 市
津波被害によるし尿汲み取り料金の支給 市
災害廃棄物の放射線量測定 市
大気環境中のアスベスト濃度調査の実施 国・県
市庁舎屋上放射線量モニタリングと公表（再掲） 県
公共用水域の緊急モニタリング調査 国
浄水場の放射性物質モニタリングと公表（再掲） 水道企業団

施策項目 当面重点的に取り組むべき事業
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当面重点的に取り組むべき事業 事業主体

魚市場機能の災害復旧 市
HACCP対応型荷さばき施設Ａ棟・Ｂ棟（増築分）の災害復旧 国・県・市
水産会館の災害復旧 市

共同利用による漁船建造、定置網再建に対する支援 国・県・市
共同利用施設災害復旧の支援 県・市
八戸漁港館鼻地区防波堤の復旧（再掲） 国・県
八戸漁港航路・泊地の復旧（再掲） 国・県
八戸漁港係留施設の復旧（再掲） 国・県
漁業者・漁協等の復旧等のための金融支援 国・県
漁船登録手数料・漁港施設占用料の減免 県
第一種漁港（白浜、深久保、種差、大久喜、金浜）の復旧（再掲） 国・市
さけ・ます生産施設復旧の支援 国・県・市

経営安定化ｻﾎﾟｰﾄ資金の拡充（災害復旧枠）（再掲） 県
中小企業災害復旧資金の利子補給（再掲） 県・市
中小企業災害復旧資金保証料の補助（再掲） 県・市

農業用施設（農地等）の災害復旧 県・市
被災園芸施設復旧の支援 国・県・市
農業経営再建のための金融支援 国
市川いちご復興プロジェクトの推進 市

被災事業者の復旧支援 国・県・市
中小企業特別保証の実施 市
経営安定化ｻﾎﾟｰﾄ資金の拡充（災害復旧枠）（再掲） 県
中小企業災害復旧資金の利子補給（再掲） 県・市
中小企業災害復旧資金保証料の補助（再掲） 県・市
非自動はかり等の定期検査手数料等の免除 市
ﾃｸﾉﾌﾛﾝﾃｨｱ入居企業への支援 市
災害がれきの再資源化 市・民
県外からのがれき受入・再資源化（再掲） 市・民
経営健全化対策資金の利子補給 市

白浜・蕪島海水浴場の復旧（トイレ・放送設備等） 県・市
白浜・蕪島海水浴場備品等の購入 市
種差海岸被災施設立入禁止措置の実施 市
蕪島観光案内所・蕪島公衆トイレの解体撤去 市
種差海岸遊歩道の改修 市
種差海岸観光関連施設の復旧（トイレ等） 市
種差海岸砂浜清掃の実施 市
フィールドミュージアムの推進（ミニ山車修繕） 市
名勝種差海岸の保護 市
史跡丹後平古墳群の擁壁修復 市
天然記念物蕪島ウミネコ繁殖地の保護 国・市

イベント自粛の払しょく 市
復興支援プロジェクトinはっち 市
｢がんばるぞ八戸！東北を元気に」経済復興支援事業の推進 商議所

市庁舎屋上放射線量モニタリングと公表（再掲） 県
浄水場の放射性物質モニタリングと公表（再掲） 水道企業団

２．地域経済の再興

施策項目

（１）水産業の再興

　①水産基盤の整備

　②漁業の復旧・強化

　③水産加工業の復旧・強化

（２）農林畜産業の再興

　①農林畜産業の復旧・強化

（３）企業活動の再興

　①企業活動の復旧・強化

　②誘客宣伝活動の充実

（４）観光・サービス業の再興

　①観光施設の復旧整備

　③商業・サービス業の活性化

（５）風評被害の防止

　①放射性物質の監視体制の強化

　②農林水産物等の安全情報の発信
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３．都市基盤の再建

当面重点的に取り組むべき事業 事業主体

（1）市街地の整備
①市街地の防災力強化 津波被災市街地の状況調査 国

学校施設の耐震化 市

②幹線道路の整備

（2）港湾・漁港の整備
①港湾の復旧整備 八戸港復旧・復興指針の策定 国・県

八太郎北防波堤等の復旧 国
航路・泊地の復旧 国・県
護岸の復旧 県
臨港道路の復旧 県
港湾緑地の復旧 県
コンテナターミナル施設（電源設備等）の復旧 県
保安対策設備の復旧 県
フェリーターミナル施設の復旧 公社
清掃船「清港丸」曳船、陸揚げ 市

②漁港の復旧整備 八戸漁港　館鼻地区防波堤の復旧（再掲） 国・県
八戸漁港　航路・泊地の復旧（再掲） 国・県
八戸漁港　係留施設の復旧（再掲） 国・県
第一種漁港（白浜、深久保、種差、大久喜、金浜）の復旧（再掲） 国・市

（3）海岸・河川の整備
①海岸の復旧整備 市川海岸堤防・離岸堤の復旧 県

市川地区保安林の復旧 県

②河川等の復旧整備 一級河川馬淵川の堤防復旧 国
二級河川五戸川の堤防復旧 県
水路の復旧 市

（4）道路・公園・下水道等の整備
①道路の復旧整備 交通安全施設（信号機、標識）の復旧 県

県道の復旧 県
市道の障害物除去 市
市道の復旧 市

②公園の復旧整備 公園の復旧 市
公園の災害廃棄物等処理 市

③下水道（処理場、ポンプ場）の復旧整備 し尿処理施設の復旧 広域
馬淵川流域下水道施設の復旧 県
し尿及び浄化槽汚泥受入・処理 市
下水道施設の復旧 市

④公共施設の復旧整備 被災施設の復旧 市・広域
（学校施設、体育施設、文化施設、保健診療施設、保育施設、
社会福祉施設、社会教育施設、消防施設、清掃工場等）

（5）公共交通の維持・確保
①バス交通の維持・確保 市営バス通常運行 市

南部バス・十和田観光電鉄通常運行 民

②鉄道等の維持・確保 東北新幹線全線運転再開 民
ＪＲ八戸線（八戸～階上間）運転再開 民
青い森鉄道全線運転再開 民
フェリー航路の再開 民

施策項目

4 



４．防災力の強化

事業主体

 (1)防災体制の強化
①防災計画の改訂

②防災訓練の充実

③防災教育の充実

④広報体制の強化 防災行政無線の復旧 市
津波避難誘導標識の復旧・整備 市

⑤避難所等の整備

 (2)水・エネルギー対策の充実
①電気・ガス・水道等の 上水道、電気、ガス、通信、工業用水道の復旧 水道企業団等
   復旧整備 石油燃料（ガソリン、重・軽油、灯油等）の供給回復 石油事業者

②省エネ・新エネの推進 節電・省エネルギーの普及啓発 国・県・市

 (3)災害に強い地域づくり
①ボランティア活動の充実 災害ボランティアセンターの開設（再掲） 市・社協

自主的な災害ボランティア活動の実践 市民等
地元高等教育機関等による災害ボランティア活動 高等教育機関

②地域づくり活動の充実

③復興気運の醸成

④広域連携の強化 北奥羽・三陸沿岸都市への支援物資の援助 市
被災地への市民病院医師等派遣 市
被災地への応急給水支援 水道企業団等
県外被災者の受入 市
県外からのがれき受入・再資源化（再掲） 市・民間

施策項目 当面重点的に取り組むべき事業

 5



6 

 

◎国・県への要望事項 

●東日本大震災にかかる八戸市復興計画に基づく各種復興施策に対する総合的な支援 

 

●災害復旧・復興のための財政措置 

・災害復旧・復興事業に係る国庫補助金、特別交付税措置 

・災害復旧・復興事業に係る地方債の拡充 

 

●八戸港の港湾機能の早期復旧及び防災機能見直し強化 

・防波堤の修復等による港内静穏度の早期確保 

・国際物流ターミナル（コンテナターミナル）機能の早期回復 

・航路、泊地、岸壁の所要水深の確保 

・岸壁背後に生じた段差の早期修復 

・防波堤などの機能強化 

・大規模災害に対応した港湾整備 

 

●水産業における生産～流通～加工等の機能の早期回復と拠点性強化 

・漁港機能の回復 

・生産機能の回復等 

・流通機能の回復 

・食品加工機能の回復 

・水産業関連機能の回復 

・安全・安心の確認対策 

 

●被災農業者に対する支援 

・用排水施設の復旧及び農用地の土砂等の撤去に対する支援 

・東京電力福島第１原子力発電所事故に伴う風評被害対策 

・被災農業者の施設等の復旧に向けた補助制度及び被災農業者に対する無利子融資制度の 

継続 

 

●被災事業者に対する支援 

・被災事業者に対する一時支援金の創設 

・被災事業者に対する国税等の免除 

・被災事業者及び被災により影響を受けている事業者に対する無利子融資制度の創設 

・被災地域への工場等再配置支援 

 

●名勝・県立自然公園種差海岸の三陸復興国立公園（仮称）への早期編入及び被災箇所等の 

施設整備の促進 

 

●国策による LNG 火力発電所の建設推進及び安価な電力の供給 

 

●緊急雇用対策の充実強化 

 

●教育関連施設の耐震化等推進、機能強化及び被災児童生徒の就学援助 

・（仮称）耐震化等推進交付金の創設 

・（仮称）災害時に対応可能な学校給食施設建設費等補助金の創設 

・被災児童生徒就学支援等臨時交付金（仮称）の適用対象の拡充 
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